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大洋州航路

アフリカ航路

中南米航路

欧州航路

北米航路

シンガポール 上海 釜山 京浜 阪神

アジア主要港と我が国港湾の国際基幹航路の寄港回数の比較

（出典）国際輸送ハンドブック（当該年の１１月の寄港回数の値）より国土交通省港湾局作成
※1 欧州航路には、地中海・黒海航路を含む。
※2 北米航路には、ハワイ航路を含まない。Westwood社の航路を含む。

寄港回数／週

※1

※2

2024年
大洋州：2回
アフリカ：0回
中南米：6回
欧州：2回
北米：15回

2024年
大洋州：2回
アフリカ：0回
中南米：0回
欧州：2回
北米：7回

○国際コンテナ戦略港湾における国際基幹航路の寄港回数は、近年は概ね横這いであったが、2021年は新型
コロナに伴う国際海上コンテナ輸送の需給逼迫の影響により発生した運航スケジュールの乱れの正常化に向
け、寄港地の絞り込みが行われた結果、寄港回数が減少。
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2M
MSC（スイス）

Maersk（デンマーク）

CKYHE
COSCO（中国）
川崎汽船（日本）
陽明海運（台湾）
韓進海運（韓国）

エバーグリーン（台湾）

G6
日本郵船（日本）
商船三井（日本）

Hapag Lloyd（ドイツ）
現代商船（韓国）

OOCL（香港）
APL（シンガポール）

OCEAN３
CMA CGM（フランス）
China Shipping（中国）

UASC（中東湾岸６か国）

Ocean Alliance
エバーグリーン（台湾）

OOCL（香港）
COSCO Shipping Lines（中国）

CMA CGM（フランス）

THE Alliance
Hapag Lloyd（ドイツ）
ONE（シンガポール）

陽明海運（台湾）
現代商船（韓国）

Gemini Cooperation
Maersk（デンマーク）
Hapag Lloyd（ドイツ）

2M
MSC（スイス）

Maersk（デンマーク）
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Ocean Alliance
エバーグリーン（台湾）

OOCL（香港）
COSCO Shipping Lines（中国）

CMA CGM（フランス）

Premier Alliance
ONE（シンガポール）

陽明海運（台湾）
現代商船（韓国）

○2017年4月以降、2M、THE Alliance、Ocean Allianceの3大アライアンスに再編。
○2025年2月、MSCは単独運航となり、MaerskとHapag LloydによるGemini Cooperation、ONE、陽明海運と
現代商船によるPremier Allianceに再編予定。

順位 船社名 船腹量(TEU) 隻数(隻)

1 MSC 6,304,240 879

2 Maersk 4,414,724 714

3 CMA CGM 3,834,786 656

4 COSCO 3,336,210 513

5 Hapag Lloyd 2,332,575 299

外航コンテナ船社の運航船腹量ランキング（2025年1月7日時点） 出典：Alphaliner

順位 船社名 船腹量(TEU) 隻数(隻)

6 ONE 1,962,800 253

7 エバーグリーン 1,757,471 222

8 HMM 906,167 82

9 Zim 780,172 131

10 陽明海運 705,505 91

船社間アライアンスの再編

MSC（スイス）



○船社間アライアンス変更後の提供サービスに関して、これまで各船社から発表された情報に基づけば、京浜港
の欧州及び北米向け航路、阪神港の欧州向け航路の航路数は増加見込み。

4出典：サイバーシッピング、船社HP等より国土交通省港湾局作成（2024年11月末時点）

地域 輸出入
2023年11月時点

航路数
2025年2月時点
航路数（見込）

輸出 1 3

輸入 1 1

輸出 5 5

輸入 11 12

輸出 2 2

輸入 4 4

輸出 0 0

輸入 2 2

輸出 0 0

輸入 0 0

欧州

北米

中南米

大洋州

アフリカ

地域 輸出入
2023年11月時点

航路数
2025年2月時点
航路数（見込）

輸出 1 2

輸入 1 1

輸出 2 2

輸入 5 5

輸出 0 0

輸入 0 0

輸出 0 0

輸入 2 2

輸出 0 0

輸入 0 0

欧州

北米

中南米

大洋州

アフリカ

【京浜港】 【阪神港】

（＋２は東京港、横浜港）

（＋１は横浜港）

（＋１は神戸港）

アライアンス再編に伴う日本発着の国際基幹航路（見込み）



全国輸出入コンテナ貨物流動調査に基づくトランシップ状況（輸出入合計）

発着地経由地発着地

アジア
780万TEU

)394万(うち、戦略港湾発着628万直航

日本
1,048万TEU

)16万(うち、戦略港湾発着75万釜山

)27万(うち、戦略港湾発着38万シンガポール

)20万(うち、戦略港湾発着38万その他（主要アジア９港）

北米（西岸）
65万TEU

)41万(うち、戦略港湾発着54万直航

)2万(うち、戦略港湾発着8万釜山

)0(うち、戦略港湾発着0シンガポール

)1万(うち、戦略港湾発着2万その他（主要アジア９港）

北米（東岸）
46万TEU

)14万(うち、戦略港湾発着19万直航

)10万(うち、戦略港湾発着17万釜山

)2万(うち、戦略港湾発着2万シンガポール

)5万(うち、戦略港湾発着7万その他（主要アジア９港）

欧州
91万TEU

)25万(うち、戦略港湾発着38万直航

)7万(うち、戦略港湾発着15万釜山

)15万(うち、戦略港湾発着21万シンガポール

)14万(うち、戦略港湾発着17万その他（主要アジア９港）

中南米
32万TEU

)13万(うち、戦略港湾発着16万直航

)4万(うち、戦略港湾発着9万釜山

)1万(うち、戦略港湾発着2万シンガポール

)3万(うち、戦略港湾発着4万その他（主要アジア９港）

大洋州
20万TEU

)6万(うち、戦略港湾発着8万直航

)1万(うち、戦略港湾発着4万釜山

)2万(うち、戦略港湾発着3万シンガポール

)2万(うち、戦略港湾発着6万その他（主要アジア９港）

アフリカ
12万TEU

)3万(うち、戦略港湾発着5万直航

)1万(うち、戦略港湾発着2万釜山

)2万(うち、戦略港湾発着3万シンガポール

)1万(うち、戦略港湾発着2万その他（主要アジア９港）

全体
1,048万TEU

495万(うち、戦略港湾発着769万直航

40万(うち、戦略港湾発着130万釜山

49万(うち、戦略港湾発着70万シンガポール

46万(うち、戦略港湾発着77万その他（主要アジア９港）

3万不明
5

○2023年11月の1ヶ月間に実施した全国輸出入コンテナ貨物流動調査の結果を12倍（1年分）し、発着地別の日本
の輸出入コンテナ貨物量（実入りのみ）を推計した（単位：TEU）。

○戦略港湾を発着し、海外港湾でトランシップされる貨物は約135万TEU。このうち、北米・中南米方面の貨物は約
28万TEU。

3万TEU

17万TEU

8万TEU

赤枠合計
28万TEU

135万TEU



到着地経由地発出地

アジア
296万TEU

)128万(うち、戦略港湾発226万直航

日本
429万TEU

)9万(うち、戦略港湾発39万釜山

)12万(うち、戦略港湾発18万シンガポール

)6万(うち、戦略港湾発13万その他（主要アジア９港）

北米（西岸）
22万TEU

)11万(うち、戦略港湾発19万直航

)1万(うち、戦略港湾発3万釜山

)0(うち、戦略港湾発0シンガポール

)0(うち、戦略港湾発1万その他（主要アジア９港）

北米（東岸）
32万TEU

)13万(うち、戦略港湾発17万直航

)6万(うち、戦略港湾発11万釜山

)1万(うち、戦略港湾発1万シンガポール

)2万(うち、戦略港湾発3万その他（主要アジア９港）

欧州
41万TEU

)/15万(うち、戦略港湾発25万直航

)1万(うち、戦略港湾発4万釜山

)5万(うち、戦略港湾発9万シンガポール

)2万(うち、戦略港湾発3万その他（主要アジア９港）

中南米
17万TEU

)7万(うち、戦略港湾発10万直航

)1万(うち、戦略港湾発5万釜山

)0(うち、戦略港湾発2万シンガポール

)0(うち、戦略港湾発0その他（主要アジア９港）

大洋州
10万TEU

)2万(うち、戦略港湾発4万直航

)0(うち、戦略港湾発1万釜山

)1万(うち、戦略港湾発1万シンガポール

)1万(うち、戦略港湾発4万その他（主要アジア９港）

アフリカ
8万TEU

)2万(うち、戦略港湾発4万直航

)0(うち、戦略港湾発1万釜山

)1万(うち、戦略港湾発2万シンガポール

)0(うち、戦略港湾発0その他（主要アジア９港）

全体
429万TEU

)179万(うち、戦略港湾発304万直航

)19万(うち、戦略港湾発65万釜山

)20万(うち、戦略港湾発33万シンガポール

)12万(うち、戦略港湾発24万その他（主要アジア９港）

2万不明

○2023年11月の1ヶ月間に実施した全国輸出入コンテナ貨物流動調査の結果を12倍（1年分）し、到着地別の日本
の輸出コンテナ貨物量（実入りのみ）を推計した（単位：TEU）。

○戦略港湾発で、海外港湾でトランシップされる貨物は約51万TEU。このうち、北米・中南米向けの貨物は約11万
TEU。

6

1万TEU

9万TEU

1万TEU

51万TEU

全国輸出入コンテナ貨物流動調査に基づくトランシップ状況（輸出）

赤枠合計
11万TEU



到着地経由地発出地

日本
620万TEU

)2,66万(うち、戦略港湾着403万直航

アジア
484万TEU

)6万(うち、戦略港湾着36万釜山

)15万(うち、戦略港湾着20万シンガポール

)14万(うち、戦略港湾着25万その他（主要アジア９港）

)29万(うち、戦略港湾着35万直航

北米（西岸）
43万TEU

)2万(うち、戦略港湾着5万釜山

)0(うち、戦略港湾着0シンガポール

)1万(うち、戦略港湾着2万その他（主要アジア９港）

)2万(うち、戦略港湾着2万直航

北米（東岸）
14万TEU

)4万(うち、戦略港湾着7万釜山

)1万(うち、戦略港湾着1万シンガポール

)3万(うち、戦略港湾着4万その他（主要アジア９港）

)10万(うち、戦略港湾着13万直航

欧州
50万TEU

)6万(うち、戦略港湾着10万釜山

)10万(うち、戦略港湾着12万シンガポール

)12万(うち、戦略港湾着14万その他（主要アジア９港）

)6万(うち、戦略港湾着6万直航

中南米
15万TEU

)3万(うち、戦略港湾着4万釜山

)1万(うち、戦略港湾着1万シンガポール

)3万(うち、戦略港湾着4万その他（主要アジア９港）

)4万(うち、戦略港湾着4万直航

大洋州
10万TEU

)0(うち、戦略港湾着2万釜山

)1万(うち、戦略港湾着1万シンガポール

)1万(うち、戦略港湾着2万その他（主要アジア９港）

)0(うち、戦略港湾着1万直航

アフリカ
4万TEU

)0(うち、戦略港湾着1万釜山

)1万(うち、戦略港湾着1万シンガポール

)1万(うち、戦略港湾着2万その他（主要アジア９港）

)317万(うち、戦略港湾着464万直航

全体
620万TEU

)21万(うち、戦略港湾着65万釜山

)29万(うち、戦略港湾着37万シンガポール

)35万(うち、戦略港湾着52万その他（主要アジア９港）

1万不明
7

3万TEU

8万TEU

6万TEU

85万TEU

全国輸出入コンテナ貨物流動調査に基づくトランシップ状況（輸入）

○2023年11月の1ヶ月間に実施した全国輸出入コンテナ貨物流動調査の結果を12倍（1年分）し、発出地別の日本
の輸入コンテナ貨物量（実入りのみ）を推計した（単位：TEU）。

○戦略港湾着で、海外港湾でトランシップされる貨物は約85万TEU。このうち、北米・中南米からの貨物は約17万
TEU。

赤枠合計
17万TEU



アジア
58%

ヨーロッパ
14%

北米
21%

中米
3%

南米
2%

アフリカ
1%

大洋州
1%

2023年海上コンテナ貨物地域別金額割合（輸出）

8出典）財務省「貿易統計」より国土交通省港湾局作成

日本の海上コンテナ貨物輸出入金額（地域別）
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アジア
74%

ヨーロッパ
11%

北米
8%

中米
1%

南米
3%

アフリカ
1%

大洋州
2%

2023年海上コンテナ貨物地域別金額割合（輸入）

2023年前年比2022年前年比2021年前年比2020年（億円）

244,6600.97251,4081.10227,6081.20190,005アジア

59,6851.0556,9571.1449,7971.2041,356ヨーロッパ

87,7531.1179,0601.1867,0351.1757,509北米

19,0641.1217,0591.2114,1131.3110,750中南米

5,1611.214,2671.064,0321.253,225アフリカ

5,1051.343,8140.973,9321.193,301大洋州

2023年前年比2022年前年比2021年前年比2020年（億円）

316,8161.01314,4761.27247,4251.13218,115アジア

48,9161.0148,6691.1841,3591.1436,416ヨーロッパ

33,8231.0233,1031.2127,2691.0725,604北米

15,2801.0115,1581.4110,7601.099,835中南米

3,3800.993,4311.731,9811.451,364アフリカ

8,1510.978,3681.36,4471.095,897大洋州



博多
（3便）（2便）

苫小牧
（3便）

釜石
（3便）

大船渡
（1便）

仙台塩釜
（10便）

茨城
（3便）

鹿島
（3便）

八戸
（4便）39便／週（2016年3月時点）

59便／週（2024年11月時点）

○国際戦略港湾競争力強化対策事業の実施により、地方港と国際コンテナ戦略港湾を結ぶ国際フィーダー航路の
寄港便数が、事業実施前と比較して、阪神港で約3割、京浜港で約5割増加。

京浜港
寄港便数：約5割増加

阪神港

北九州
（3.5便）

八代
（0.5便）

大分
（2.5便）

細島
（1便）

徳山下松
（4.5便）

松山
（3便）

伊万里
（0.5便）

油津
（1便）

新居浜
（2便）

敦賀
（1便）

志布志
（2.5便）

舞鶴
（1便）

熊本
（1便）

門司
（5.5便）（1便）

新潟
（0.5便）

伏木富山
（0.5便）

京浜
（4.5便）

四日市
（1.5便）

阪神
（5便）

堺泉北
（2.5便）

広島
（11.5便）（1便）

函館
（1便）

：京浜港への寄港便がある港湾
：阪神港への寄港便がある港湾
：京浜港・阪神港への寄港便がある港湾
：寄港便数が増加した港湾
（前回調査（2024.5）時点からの増加）

十勝
（2便） 釧路

（2便）

小名浜
（2便）

名古屋
（0.5便）（4便）

68便／週（2014年4月時点）

88.5便／週（2024年11月時点）

寄港便数：約3割増加

御前崎
（1便）（2便）

三島川之江
（7便）

徳島小松島
（1便）

和歌山下津
（1.便）

高松
（1.5便）

福山
（2便）

今治
（1便）

三田尻中関
（3便）

岩国
（2便）

宇部
（2.5便）

大竹
（2便）

姫路
（2.5便）

高砂
（0.5便）

水島
（5.5便）

境
（0.5便）

秋田
（0.5便）

薩摩川内
（0.5便）

直江津
（0.5便）

清水
（1便）（10便）

国際フィーダー航路網の拡大

※ 当該月の実績値に基づき、週あたりの寄港回数を便数として記載
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○ 国際基幹航路の維持・拡大を図り、我が国のサプライチェーンを強靱化するため、コンテナターミナルの更なる機能強化等に

より、国内外から国際コンテナ戦略港湾への集貨を強力に進める必要がある。

○ 既存ストックを最大限に活用しつつ、集貨を促進するため、国際コンテナ戦略港湾における実証事業を通じて、複数の
ターミナル間における国際基幹航路と国内外のフィーダー輸送網等との円滑な接続・積み替え等に関する課題に加え、再混
載等の多様な輸送形態に対応する上での課題を検証し、ターミナルの一体利用に向けた機能強化を推進する。

■ コンテナの円滑な接続・積み替え

保税地域における加工・製造や再混載といった、サプライ
チェーンの一環としての多様な輸送形態を見据えたターミナル
の一体利用を推進するための調査・検討を実施

■ 多様な輸送形態に対応したコンテナ取扱円滑化

【再混載のイメージ】

○国際コンテナ戦略港湾における加工・製造、再混載を行う上で
のコンテナ取扱円滑化
（ターミナルと物流施設間の円滑な接続、コンテナ搬出入の円滑化 等）

既存ストックを最大限に活用しつつ、国際コンテナ戦略
港湾への集貨を促進するため、複数のターミナルの一体
利用に向けた実証事業を実施

アジアや国内からの貨物を
一旦コンテナから取り出して、

方面別に再混載

東アジア

東南アジア

国内

国際コンテナ
戦略港湾

コ
ン
テ
ナ

北米西岸

北米東岸

中南米

実証結果等を踏まえ、コンテナターミナルの一体利用の実現に向けた計画を策定

【一体利用に向けた実証事業のイメージ】

・貨物の輸送（積み替え）がターミナル内で完結し、
柔軟・円滑で効率的な着岸・荷役が可能。
→ 滞船やゲート前渋滞の削減

【現状】

【将来】

内航船外航船 外航船（基幹航路）

ターミナルゲート

Aターミナル Bターミナル Cターミナル

内航船外航船 外航船（基幹航路）

ターミナルの一体利用

ターミナルゲート

・ターミナル間で貨物の輸送（積み替え）を行う際は、
基本的にターミナルゲートでの貨物の搬出入及び
ターミナル外の通行が必要。

複数ターミナルの一体利用等に向けた取組（国際戦略港湾競争力強化実証事業）
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外航航路と国際フィーダー航路が就航している港湾

外航航路が就航し、国際フィーダー航路が就航していない港湾

国際フィーダー航路が就航し、外航航路が就航していない港湾

※国際フィーダーではない内航航路は考慮しない。
※不定期航路はカウントしない。

国際フィーダー航路を優遇した
インセンティブ制度がある港湾の割合

【2013年】 【2024年】
4／60 12／62
（7%） （19%）

→

外航航路を優遇した
インセンティブ制度がある港湾の割合

【2013年】 【2025年（見込）】
29／60 0／62
（48%） （0%）

→

インセンティブ措置のイコールフッティング達成状況

※2024年12月末時点(達成予定含む)

※国際戦略港湾を除く

※イコールフッティングの定義は、国際フィーダー航路の有無にかかわらず、中国・韓国・台湾との外航航路
（中国・韓国・台湾で国際基幹航路に積み替えを行う外航フィーダー航路を対象とする）及び国際フィーダー
航路に同等のインセンティブが設定されていることとする。

※上記に示す外航航路及び国際フィーダー航路の双方にインセンティブが設定されていない場合も、イコール
フッティングが達成されているものとする。

国際フィーダー航路を優遇したインセンティブ制度がある港湾（12港）

外航・国際フィーダー航路のイコールフッティングが達成されている港湾（42港）

インセンティブ制度がない港湾（8港）

外航航路を優遇したインセンティブ制度がある港湾（0港）

○2013年と比較し、外航航路を優遇したインセンティブ制度の見直しが図られ、2025年度には全ての港湾にお
いてイコールフッティングが達成見込み。

八戸

秋田

小名浜

茨城

三河

新潟

伏木富山

清水

堺泉北

高松
松山

広島下関

水島
徳山下松

岩国

酒田

境

福山

浜田

徳島小松島高知

今治

三田尻中関

御前崎

直江津

大船渡
釜石

姫路

和歌山下津

三島川之江

鹿島

新居浜

仙台塩釜

苫小牧 釧路

石狩湾新小樽

敦賀舞鶴

金沢

博多
大分

長崎

八代

三池

熊本

川内

伊万里

志布志

油津

細島

那覇

名古屋
四日市

大竹

千葉

北九州

宇部

十勝
室蘭

宮古
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サイバーポート（港湾物流分野）の取組状況

○紙・電話・メール等で行われている民間事業者間のコンテナ物流手続を電子化する「サイバーポート※1」の取組を
推進。業務の効率化により、コンテナ物流全体の生産性を向上。 （※1 2021年4月1日に港湾物流分野の第一次運用を開始）

○2023年3月にNACCSとの直接連携を開始するなど機能改善を進めるとともに、利用促進を推進（2024年12月末
日時点で、計788社が利用登録）。

サイバーポート（港湾物流）の利用登録状況

荷主

海貨

CT船社

S/I
船腹予約

海貨

通関・倉庫

税関

P/L

・・・

作成

荷主 CT 陸運

S/I 船腹予約 空PUO P/L

・・・・・・・・海貨 船社 海貨 海貨 通関

情報の利活用
港湾管理 港湾インフラ

現状の事業者間の情報伝達イメージ Cyber Portを活用した事業者間の情報伝達イメージ

書類間の
情報連携

陸運

予約確認
許可申請

I/V空PUO

FAX
手入力

自社システム

Email FAX

運送依頼

Email Email

作成

運送依頼 I/V

税関

許可申請

788

1122

0

200

400

600

800

1000

1200

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月

2021年 2022年 2023年 2024年

利用登録社数
事業種別登録数
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トラッキング機能（海外貨物輸送情報の可視化）

対象船社は、順次拡大予定

対象船社コード対象船社変更内容方式

ONEY
オーシャン ネッ
トワーク エクス
プレス（ONE)

• サイバーポートの取引ダッシュボードに、該当する貨物の輸送状況を照会する画
面を追加しました。

• 輸送状況のデータは船社等のシステムと連携して取得しており、サイバーポートの
画面で最新の輸送状況を照会することが可能となります。

方式①
船社システム

連携方式

MSCU
MEDUMSC

• サイバーポートの取引ダッシュボードに、該当する船社のトラッキング照会ページ
へのリンクを追加しました。

• リンクをクリックした際、リンク先のトラッキング照会画面で検索条件となる情報
（ブッキング番号など）がクリップボードにコピーされるので、貼り付けして検索を実
行すれば当該取引に係るトラッキング情報が照会されます。

方式②

船社サイト遷移
方式

CY搬出・陸送荷揚出港船積 荷揚・積 入港・着岸

～コンテナ搬入 船積～出港

陸送・CY搬入

入港～

空コンピック
・バンニング

トランシップ

入港・着岸 出港 空コン返却

各船社のトラッキングサービスで閲覧可能だが、一部船社を除き必要の都度情報を入力して検索する必要がある

海外における貨物輸送情報

Cyber Port経由で一元的にリアルタイムで閲覧可能

国内における貨物輸送情報

○ コロナ禍以降、コンテナ貨物輸送状況の可視化やコンテナ貨物到着遅延リスクの予見性を求める声が主に荷主
や海貨で高まっています。

○ また、各船社のホームページ等で輸出入コンテナ貨物の状況を把握することは可能ですが、利用者は船社に
よって異なるホームページ等にアクセスした上で検索に必要な情報をその都度入力する必要がありました。

○ この状況を踏まえ、日本を発着する輸出入コンテナ貨物の輸送状況を一元的にリアルタイムで把握することを目
的として、船社トラッキングサービスで提供されている輸出入コンテナ貨物情報をCyber Port経由で閲覧可能と
なるトラッキング機能を2025年1月15日（水）にリリースしました。
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コンテナターミナルにおける労働者不足に関する実態調査（2024年8月）

○労働人口の減少や高齢化の進行により、港湾労働者不足の深刻化が懸念されることから、国土交通省港湾局では、全国の
コンテナターミナル運営事業者（122社）に対して、アンケートによる実態調査を実施。（2024年8月時点）。

○労働者不足による影響としては、「夜間荷役が困難になった」、「休日の荷役が困難になった」または「平日でも船社の希望日
に荷役ができなくなった」の頻度が増加傾向にあることが示された。

○労働者不足ヘの対応としては、「積極的な採用活動」「効率的な荷役を行うことができる機械等の導入」が多く見られる一方、
「荷役作業のお断り」や「荷役作業の予定変更」を挙げる事業者も多く、さらなる荷役への影響が懸念される。

労働者不足による影響 労働者不足に対して取り組んでいること・今後取り組みたいこと

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022

2023

2024

夜間荷役が困難となった

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022

2023

2024

休日の荷役が困難となった

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022

2023

2024

平日でも入港隻数が多いと船社の希望日に荷役ができなくなった

週１回以上 週１回から１ヶ月に１回 １～３ヶ月に１回 ３ヶ月に１回未満 なかった

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在取り組んでいる 今後取り組みたい なし

効率的な荷役を行うことが
できる機械等の導入

（遠隔操作RTGや効率的なゲートシステム等）

港湾労働者の積極的な採用活動

荷役作業のお断り

荷役作業の予定変更
（荷役日の変更、荷役時間の拡大など）

増加傾向

増加傾向

増加傾向

（R=122）

（R=122）

３４％

３６％

４３％

３４％

３９％

４４％

３５％

３９％

４３％

８１％

５２％

２０％

６０％
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荷役機械等の導入状況に関する調査

○全国のコンテナターミナル（97ターミナル）に対して、国土交通省港湾局より、荷役機械の導入状況について調査。
（2024年8月時点）

○種類に応じて、４割から６割程度の荷役機械が標準使用期間を超えて運用されていることが分かった。

○現在導入されている荷役機械全てが標準使用期間で買い換えられると想定すると、調査対象の荷役機械等の年間市場規模
は430億円程度と推計される。

荷役機械の導入基数（台数）

40

118

51

153

104

52

70

36

91

86

51

122

23

56

208

26

98

43

96

114

34

41

21

97

54

48

42

9

22

101

15

31

5

18

75

58

132

157

284

566

272

647

829

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

ガントリークレーン

RTG

ストラドルキャリア

トラクターヘッド

構内シャーシ

単位：基または台

0~5年 6~10年 11~15年 16~20年 21~25年 26~30年 31年~ 不明供用年数

標準使用期間内 ← → 標準使用期間外

（備考）荷役機械の価格及び供用年数の想定
※メーカーが想定する買換期間又は多くのターミナルが

買い換えを行う期間を基に想定

• ガントリークレーン：20億円、20年
• RTG：3億円、15年
• ストラドルキャリア：1.3億円、20年
• トラクターヘッド：0.2億円、10年
• 構内シャーシ：0.07億円、20年

標準使用期間外（不明含）：40%

標準使用期間外（不明含）：45%

標準使用期間外（不明含）：44%

標準使用期間外（不明含）：62%

標準使用期間外
（不明含）：38%
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港湾労働者数の推移

推計

出典：港運要覧（平成元年度版～令和5年度版）
2025年度～2040年度の港湾労働者数は、2025年度～2040年までの
労働力人口（推計値）：独立行政法人労働政策研究・研修機構
「労働力需給の推計－労働力需給モデル（2018年版）による将来推計－」を基に試算

○ コンテナ船の大型化によるコンテナ積卸個数の増加に対応するため、世界のコンテナターミナルにおいては、自動化やICT技術により、高効率なコンテナ

ターミナルの構築が加速的に進展している。

○ また、我が国では近年、労働者人口の減少や高齢化の進行により、港湾労働者不足が懸念されており、港湾労働の将来の担い手の確保のためにも、労働環境の

改善が必要である。

○ 「ヒトを支援するAIターミナル」に関する取組を深化させ、更なる生産性向上と労働環境改善に資する技術開発を推進する。

要素技術の
研究・開発

・ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟの設計・開発
・検証環境の構築

・現場実証
・効果検証

技術開発を推進

プロトタイプ
完成

・製品化
・港湾への実装

技術開発テーマ

（１） ターミナルオペレーションの高度化に関する技術開発

コンテナターミナルにおいては、搬入出コンテナの処理、蔵置場所の決定、
作業計画や本船積付計画の作成、具体の荷役作業指示など、様々な計画
の策定やオペレーション業務が存在する。

（２） 荷役機械の高度化に関する技術開発

（３） ターミナル内のコンテナ輸送の高度化に関する技術開発 （４） 港湾労働者の安全性や作業効率向上に関する技術開発

ガントリークレーンやRTGなどの荷役機械について、本体操作の遠

隔化や、オペレーターに対する操作支援、コンテナの荷役精度の向
上など、荷役機械の生産性を向上させる技術を開発する。

ターミナルにおいては、本船からヤード、ヤードからゲートへ、コンテナの
水平輸送が行われている。

ターミナルにおいて作業の遠隔操作等が導入された場合でも、ヤード
内での人間による作業が一定程度発生する。

これらのターミナルオペレーションの生産性を向上させる技術を開発する。

これら水平輸送を効率化し、生産性を向上させる技術を開発する。 デジタル化やセンシング技術を用いて、これら作業の安全性や効率
を向上させるための技術を開発する。

生産性向上や労働環境改善に資する技術開発テーマを国が設定

港湾のイノベーションを目指す民間企業に対して具体の技術開発案件を募集し、
審査を経て当該テーマに合致する案件を採択

採択した技術の開発を推進し、当該技術の製品化や港湾への実装を実現

取組の概要港湾労働者に関する状況

港湾技術開発制度の概要
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